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動態的モデルにおける公共投資のマクロ経済効果
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l 序

1980年代後半のRomer(1986）とLucas(1988）の論文をきっかけに，それ以降の十数年間，内生的

成長理論の研究が盛んに行われてきた。内生的成長理論が従来の成長理論と異なる主要な点、は，何ら

かの形で技術水準のパラメータの決定を内生化するようなするようなメカニズムを考え， Steady

State における持続的成長の可能性を提示している点である。今日までにこの方向性による研究は実り

の多い理論的発展を遂げ，これまで静学的な分析で議論されることがほとんどであった産業組織，環

境問題，金融システムのマクロ経済的機能といったテーマを動学的一般均衡モデルの枠組みの中で長

期的経済成長との関連において取り扱う政策分析が可能となった。しかし，一方で各々の理論モデル

に対する現実的妥当性をテストした実証研究やケース・スタディーはこれまで充分に行われてきたと

は言えず九特に，理論モデルの示唆する長期的政策効果を分析するのに有効と考えられる時系列解析

* E-mail: noda@en.kyushu-u.ac.jp 
1）これまでの経済成長モデルに対する実証研究は， Barro(1991), Mankiw, Romer and Weil (1992）等の各国（あ

るいは各地域）のクロス・セクション・データを利用した回帰分析によるものが主流であった。この流れに沿った研究
は，「条件付収束（ConditionalConvergence) Jの観点から現実の経済が新古典派成長モデルと内生的成長モデルのど

ちらと整合的かを検討する。そして，新古典派成長理論に基づく実証モデルから条件付収束が確認された場合，データ
から内生的成長モデルが認めれないと解釈する。しかし，このような手続きによる帰結は内生的成長モデルそのものに
対する推定結果から得られたものではないため，条件付収束の確認をもって内生的成長モデルの不成立を主張するの
はいささか早計であると思われる。さらに，近年， Kocherlakotaand Yi (1995）や三野（2000）で述べられている

ように，条件付収束に基づく上記のようなクロス・セクション分析は内生的成長モデルと新古典派成長モデルを区別す
るのに有効な方法ではないことが明らかになってきている。
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の手法を用いたテストは今日においても僅かしかなされていない。 2)

さて，近年わが国において，公共投資のあり方をめぐって活発な議論が行われている。一般的に公

共投資は社会資本を蓄積して経済成長を促進するという経済の供給面での役割と，不況時の景気対策

という需要面での役割を果たしていると考えられが，今日それらの有効性についても疑問が投げかけ

られている。このような問題に対しては，異時点聞の問題として長期的視点、から分析する必要があり，

その点で内生的成長理論は有用な分析のプレームワークを提示する。公共投資を考慮、した内生的成長

理論の主な先行研究としては， Barro(1990), Azariadis (1993, ch.20), Barro and Sala-i 

ch.4), Lau (1995）等がある。これら一連の研究では分析の手法は多少異なるものの，いずれにおい

ても政府の適切な政策によって公共投資が経済の持続的成長に貢献するということが示されている。

しかし，先述したように，これら理論的モデルのインプリケーションを各国の時系列データを用いて

実証的に確認するといった研究は今日までさほどなされていない。このような状況を考慮して，本稿

では上記のBarroand Sala圃i

性を考察するo

本稿の次節以降の構成は以下のとおりであるo 第 2節では， Barroand Sala-i品fartin(1995, ch.4) 

のモデルの理論構造を簡潔に説明する。次いで，第3節では本稿で用いるデータの出所および作成方

法，推定・検定方法等について解説した後，理論モデルの定性的インプリケーションが日本経済のデー

タと整合的かどうかということについての定量的な分析を試みる。最後に第4節でこれまでの節で得

られた分析結果を総括し，今後の課題を述べて稿を閉じることにしたい。

2 理論分析

2.1 一般的規定

本稿では，家計，企業，政府から構成される閉鎖経済を分析の対象とする。家計は労働サービスを

提供することから得る賃金と保有資産から得る利子所得の合計を総所得とし，その所得の一部で消費

財を購入し，残りを貯蓄として資産の追加的蓄積にまわすとする。

また，企業は労働と私的資本ストックに加えて，政府によって供給される（無料の）公共サービス

を生産要素として財を生産する。ただし，ここでいう公共サービスとは道路，港湾，情報・通信施設

等のいわゆる社会資本を形成する公共投資から派生するものであり，非排除性と非競合性を有すると

想定する。 3）政府は公共投資のための財源を企業に対して一定の比例的税率で課税を行うことによっ

て徴収する。

2）時系列分析のアプローチを採用した数少ない先行研究として，たとえばJones(1995）ではAKモデルと R&Dに基
づく技術進歩モデルが現実のデータとどの程度適合しているかという問題が考察されている。しかし，実証テストの結
果として先進国のデータからは内生的成長の成立する可能性は見られなかった。

3）分析の便宜上， Lau(1995）と同様に本稿では社会資本が 1期間で完全に減耗するものと仮定する。これにより以下
で各期の公共投資と社会資本を明示的に区別せずに議論を進める。
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2.2 家計部門

本稿では，完全予見を持つ無限生存家計が生涯効用の割引現在価値を最大化するような連続時間型

のモデルを用いて分析を行う。 4）家計には各時点、において総労働力人口を構成する成人が一人含まれ，

経済の総労働人口Lは時間を通じて一定と仮定する。また，経済に存在する多数の各家計は選好や労

働能力の点において同質的でありヘ単位時間当たり 1単位の労働サービスを非弾力的に供給すると

しよう。いま， t時点での一人当たりの消費を c(t）で表し，代表的家計の目的関数を次のように定式

化する。

-t c(t）日－le一切 (2 .1) 
-Jo 1-8 

ここで，パラメータ ρ＞Oは代表的家計の主観的割引率（時間選好率）を表している。

また，代表的家計の予算制約は次式のように与えられる。

a(t）ニ γ（t）α（t)+w(t)-c(t), (2.2) 

ここで， α（t）は代表的家計が保有する資産を表し， γ（t),w(t）はそれぞれ利子率と賃金率を表して

いる。

したがって，家計は｛ァ（f)}t=O,{w(f)}t=Oの時間経路を所与として，以下の問題を解くと考える。
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subject to 

a(t）＝ァ（t）α（t)+ w(t)-c(t), (2. 4) 

α（O)=ao>O, (2.5) 

さて，上記の問題の解となるような｛c( t）｝ユo,{ a(f)}t=Oが満足するような条件を求めることにしよ

う。まず，次のような現在価値ハミルトニアンを設定する。

_ c1-0-1 _ t 
H(c, a, t1, t）一寸＝万－e-P+t1［γ（t）α＋w(t)-c]. (2.6) 

ただし， Aは動学方程式（2.4）に付随する共役変数であるo そこで， {c(t)}t=o, {a(t)}t'=oが上記の

問題の最適解であるための必要条件は以下の式で与えられる。

。1H(c, a, t1, t) 
=0ニ今 cUγe-pt=t1(t), 

oH(c, a，ん t)
i(t)=- 会コ i(t)=-t1(t）γ（t) 

oa 

\i~ ［t1(f ） α（ t)]=O, 

(2. 7) 

(2. 8) 

(2. 9) 

ここで，（2.7）の両辺の対数をとり時間 tで微分すると

-e__t_皇）＿＿ρ＿JiJ]_
c(t) f-'-t1(f）・ (2 .10) 

したがって，（2.8）と（2.10）より一人当たりの消費の成長率を表す式として次式が得られる。

4）より厳密には，次節の実証分析が意味のあるものであるためには期待効用最大化問題を考えなければならない。しか

し，その場合の理論モデルから導かれる結論は本節のモデルから得られるものと本質的に大きな差はない。

5）よって，各家計を代表的家計とみなすことができる。
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2.3 政府と生産部門

政府は公共投資 G(t）を行う（公共サービスを提供する）ための財源を企業の産出に対して rの比例

的税率を課すことによって徴収し，常に均衡財政を維持すると仮定しよう。つまり，

G(t)=rY(t). (2.12) 

ここで， Y(t）は経済の総生産を表している。

また，生産部門の各企業は，同一の生産技術に従って，同一の財を生産しているものとする。生産

された財は消費財としてだげでなく，投資財としても利用することができるとしよう。こうした財を

生産するために，各企業は資本と労働を需要し，その対価として資本レンタル料 r(t）と賃金率 w(t)

を支払う。ここで，この部門の集計化された生産関数を次のように特定化しよう。

Y(t)=AK(t)a v-ac(t)1-a. (2 .13) 

ここで， Oくα＜1である。この生産関数は消費のプラス成長を保証するほど充分に生産的であるが，

無限の効用をもたらすほど生産的ではないと仮定しておく。

さて，完全競争市場の仮定のもとで，企業は γ（t）とw(t）を所与として，利潤を最大化するように

行動する。いま，財の価格を 1に基準化すると，企業の利潤フローは次のように表される。

II =(1-r)AK(t)aL日G(t）日一（γ（t）＋δ）K(t)-w(t)L

=L[(l -r)Ak(t)aG(t）日一（γ（t）十δ）k(t)-w(t)]. (2 .14) 

ここで， k(t)=K(t)/Lである。したがって，利潤最大化条件により次式が成り立つ。

ァ(t）＋δ＝（1-r)Aαk(t）一（日＞c(t)l-a.

ここで，（2.12）と（2.13）より

G(t)=(rAL）九（t).

さらに（2.16）を（2.15）に代入すると，

r＋δ＝（1-r）αAを（Lr）う笠．

(2 .15) 

(2 .16) 

(2 .17) 

2.4 持続的均衡成長経路

一般均衡が成立しており，かつ，すべての経済変数が一定の率で成長するような経路を持続的均衡

成長経路（SteadyState Equilibrium Growth Path）と定義する。本稿では，持続的均衡成長経路の

存在を前提としたうえで，その経路上におげる一人当たりの経済成長率がどのように表されるかを考

察していく。以下，議論の焦点、を持続的均衡成長経路に当てる。

まず，（2.17）を（2.11）に代入すると一人当たり消費の成長率先は次のように表される。

γc＝長［（1-r）山 （Lr）平 －o-p]. c2.1s) 

いま，均衡において α＝kが成り立つから

k(t）＝幼（t)+ w(t)-c(t), (2 .19) 

ここで，ゼロ利潤条件と（2.17）より
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w(t)=(l -r）α:A(rAL）う笠k－（γ＋δ）k.

したがって，（2.20）を（2.19）に代入して整理すると

五（t)=[(l-r)Aを（Lr）弓笠－o]k(t)-c(t) 

ニ Qk(t)-c(O)erct. 

そこで，この微分方程式を解くと

k(t）ニ云型－－－；－e叫早er.1t
wt=. IC 

となる。ただし， qは任意定数である。

また，均衡において横断性条件は次のように書き換えられる。

lim[k(t)e付］＝O.

さらに，（2.22）を（2.23）に代入すると，

r_f臼Le一（rー附＋ηe<r.1-r>tl =O. 
t→00LQ-rc 'I J 

ここで，上式の eのベキの部分について，まず生産関数の性質に関する仮定から

グ－rc>O,
であり，また，

Q-r=(l-r)Aを（Lr）勺笠一δ－γ

=(1－α）（1-r)Aを（Lr）う笠＞O,

(2. 20) 

(2. 21) 

(2. 22) 

(2. 23) 

(2. 24) 

(2. 25) 

(2. 26) 

であるから横断性条件が満たされるためには η＝Oでなげればならない。以上のことを考慮すると

(2. 22）は次のように書き換えられる。

k(t）＝ζ叫ァ (2. 27) 
wt=. IC 

よって，（2.27）の両辺の対数をとって時間 tで微分すると，

rc=rk, (2. 28) 

が成り立つ。また，（2.13）と（2.16）より一人当たり所得 y(t)=Y(t)/ Lは

y(t)ニ Aを（Lr）元弘（t). (2. 29) 

したカまって，

ry=rk・ (2. 30) 

ゆえに，（2.28）と（2.30）より

ry=rk=rc・ （2.31) 

という関係が導かれる。すなわち c,k, yは同一の率で成長するので，それを yで表すと，

r＝却（1-r）ゆ（Lr）平一δ－ρ］ (2幻）

となる。

政府の政策（増税あるいは公共投資の水準の拡大）が経済成長率に与える効果は 2つある。第 1は，
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図1：成長率と税率

τ 

rの上昇が私的な資本の限界生産性（課税後の資本収益率）を低下させる効果である。すなわち，家計

にとっては資産の収益率が低下することになるので，これによって資本の供給が減少し，成長率が低

下するのである。また，第2はrの上昇が相対的公共サービスの拡大をもたらし，これが民間資本の

限界生産性を上昇させ，成長率を上昇させる効果である。（2.32）によって示される税率と経済成長率

の関係は図 1のような逆U字型の形状で表される。 6）税率が低い段階では，税率の上昇（公共投資の増

加）による第2の効果が支配的であるが，税率の上昇とともにその効果は弱まり， Pを超えて税率が

上昇すると逆に第 1の効果が支配的になる。

3 実証分析

3.1 分析の視点、

前節で示した理論モデルでは，政府が財政政策によって税率，ひいては公共投資率（G(t)/ Y(t））の

大きさを操作することで一人当たり経済成長率あるいは一人当たり消費成長率の大きさに影響を及ぽ

すことが可能であった。したがって，このモデルからは一国の一人当たり経済成長率と一人当たり消

6）言うまでもなく，政府が選択すべき税率は社会的厚生水準をを最大にするものでなければならない。一般に成長率を

最大にする税率と社会的厚生を最大にする税率は必ずしも一致しない。しかし，本稿のモデルは両者が一致する特殊な

ケースであるから成長率を最大にする税率を選択することと社会的厚生を最大にする税率を選択することは同値にな

る。
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費成長率の予測を行ううえで，公共投資率の大きさが重要な役割を担っていることが示唆される。こ

のような理論モデルの示唆が現実の経済において妥当するか否かを検証するために，ここでは日本の

データを利用して「公共投資率と一人当たり経済成長率jおよび「公共投資率と一人当たり消費成長

率」に関するグランジャーの因果性についての分析を行う。

3.2 データ

ここで，本稿の実証分析において用いるデータについて言及しておこう。

分析の対象とする期間は1957年から1998年までの42年間である。経済成長率については『国民経済

計算年報』（経済企画庁）の実質GDP成長率データ（1990年基準）を利用した。また，人口成長率デー

タについては『国勢調査報告』および『人口推計資料j（総務庁）の総人口データに基づいて算出した。

そして実質GDP成長率データと人口成長率データの差をとることによって一人当たり経済成長率

データを作成した。一人当たり消費成長率については，消費成長率のデータを『国民経済計算』の民

間最終消費支出の実質データ (1990年基準）を利用して算出し，これから先に求めた人口成長率デー

タを引くことにより作成した。また，公共投資率の近似的データとして『国民経済計算年報』の公的

固定資本形成の実質データ（1990年基準）を実質国内総支出（1990年基準）で除した値を利用した。 7)

図2 一人当たり経済成長率
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7）財政統計における公共投資と国民経済計算（SNA）における公的固定資本形成はその取り扱う範囲において若干の
相違がある。この相違は購入された財・サービスの帰属主体を区別する方法として前者が資金の最終的な責任機関を特
定する必要から資金源泉主義をとるのに対して，後者はその機能や効果に着目する観点から最終支出主体主義を採用
していることに起因する。このことに関するより詳しい議論としては，たとえば大住（1997）を参照せよ。
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図3 一人当たり消費成長率
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図4 公的固定資本形成／GDE

60 65 70 75 80 85 9・0 9・5 

まず，予備的考察として経済成長率，公共投資率，消費成長率のデータについて定常’性のチェック

（単位根検定）を行わねばならない。単位根検定にはいくつかの方法があるが，本稿ではADF(Aug・

mented Duckey-Fuller）検定を採用する。 S)ADF検定を行う際には次のことに留意する必要がある。

検定で用いる式は，ラグ付きの自己の変数の他に定数項およびトレンド項を含むのが最も一般的な定

式化であるが，定数項およびトレンド項が実際には不要な場合にそれらを含めて推定すると単位根検

8）ここで考察するADF検定は t値タイプのものであるが， F値タイプのものもある。 F値タイプの方法についての解

説としては，たとえば山本（1988),Maddala (1992), Greene (2000）等を参照せよ。
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定の検出力が低下することが知られている。 9）このことを考慮して，本稿ではPerron(1988), Doldado, 

Jenkinson and Sosbvilla-Rivero (1990), Campbell and Perron (1991）等と同様の検定手順に従っ

て分析を行う。すなわち，最初により一般的なモデルのケースで単位根検定を行い，もしJ席無仮説が

棄却されなければ，次第に制約を課したモデルにして単位根検定を続けて，帰無仮説を棄却すること

ができた段階で検定を止めるという方法である。

ところで，上記の方法で検定を行うとき，分析者にとって問題となるのは適切なラグ次数をどのよ

うな基準に従って選ぶ、かということである。次数が低すぎると帰無仮説が真であるにもかかわらずそ

れを棄却してしまう可能性が高くなり，他方，次数が低すぎると検出力が低下するといった問題が生

じる。そこで，本稿では種々の先行研究の方法を総合的に勘案して，以下のような手続きに従って検

定モデルにおけるラグ次数を決定する。

1. まず，最大ラグ次数を10次からスタートして順番に減らし，その都度モデルの推定を行い， AIC

(Akaike Information Criterion）およびSBIC(Schwarz Baysian Information Criterion）の大

きさが最小になるところでストップする。

2. 次に，当該ラグ次数のもとでの回帰係数の t値を調べる。 AICとSBICによって同じラグ次数が

選択された場合，少なくとも有意水準10%で有意であればその次数を選択する。他方，異なるラ

グ次数が選択された場合には，有意となる方の次数を選択する。もし，両者がこの条件を満たし

ていればHarris(1992）に倣って，自由度修正済み決定係数が大きい方の次数を選択する。

3. また， AICとSBICが最小となるラグ次数のもとで，当該ラグ次数に対応する回帰係数の t値が

どちらも有意でない場合は， AICとSBICが2番目に小さいケースに対応する次数ものとでの回帰

係数の t値を調べる。

表 1 レベル変数の単位根検定

変数 モデノレ ADF検定統計量 ラグ次数 単位根の有無

一人当たり経済成長率 (1) -2.005742 9 有

(2) -1.266569 2 

(3) -1.514080 2 

一人当たり消費成長率 (1) -2.299808 2 有

(2) -0.992323 2 

(3) -1.534532 2 

公共投資率 (1) -2.046644 5 有

(2) -2.083050 5 

(3) 0.051096 5 

注）モデル（1）は定数項とトレンド項が含まれているもの，モデル（2）は定数項のみ

が含まれているもの，モデル（3）はそのどちらもふくまれていないものであるこ

とを意味している。

9）検出力とは，帰無仮説（この場合，ある変数が単位根を持つという仮説）が誤っているときに，正しく帰無仮説を棄
却する確率である。当然，検出力が高いほど望ましい。
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以上の方法に従って各変数についての単位根検定を行った結果を表 1に要約している。この表で示

されている検定統計量に対して， Fuller(1976）のTable8.5.2を用いて単位根検定を行うと，すべて

の変数について単位根の存在は棄却されないことがわかる。そこで，次に，これらの変数の系列が一

階差分をとることによって定常過程になるかどうかを検討する。川検定の手順は先のレベルの変数の

場合と全く同様である。検定の結果は次のとおりであるo

表2 1階差変数の単位根検定

変数 モデル ADF検定統計量 ラグ次数 単位根の有無

一人当たり経済成長率の 1階差 (1) -60881101 *** 1 無

一人当たり消費経済率の 1階差 (1) -5.073250*** 3 無

公共投資率の 1階差 (1) -2.353392 4 無

(2) -2.434244 4 

(3) -2.539496叫 4 

注） 1. ヘ叫，＊＊＊はそれぞれ有意水準10%, 5 %, 1 %で有意であることを示す。

2. モデル（1）は定数項とトレンド項が含まれているもの，モデル（2）は定数項のみが含

まれているもの，モデル（3）はそのどちらもふくまれていないものである。

表2で示されているように，レベルで単位根を持つことが確認された先の 3変数について， 1階の

差分を取ったものは定常過程になる，つまり I(1）であることがわかった。したがって，最後に「公共

投資率と一人当たり経済成長率」および「公共投資率と一人当たり消費成長率Jの間に共和分の関係

があるかどうか調べることにする。ここでは，共和分検定としてエングル・グランジャー（Engle-

Granger）検定を採用する。 11）ところで， EG検定に対する問題点、として，説明変数と被説明変数を入

れ替えることにより共和分検定の結果が変わるということがしばしば指摘されている。したがって，

本稿では検定結果の頑健性をみるために，対象となる変数を被説明変数とした場合と説明変数とした

場合の両方について検定を行ってみる。聞この検定の結果は以下の表3として示される。

表3 共和分検定

説明変数 被説明変数 検定統計量 共和分関係

一人当たり経済成長率 公共投資率 -2.858186 無

公共投資率 マ人当たり経済成長率 -2.906230 無

一人当たり消費成長率 公共投資率 -2. 793156 無

公共投資率 一人当たり消費成長率 -2.614121 無

10）ある変数の系列が1階差分をとることによって定常過程になるとき，その系列は 1次で和分されている (integrated
of order 1）といい，通常 I(1）で表される。

11) エングル・グランジャー検定の詳細についてはEngleand Granger (1987）を参照されたい。本稿の以下の部分で

は，エングノレ・グランジャー検定をEG検定と表記する。
12) 2変数聞の長期均衡関係の推定式に関する残差の系列相関の検定として，本稿ではラグランジュ乗数（LM）検定を

採用した。
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表 3で示されている検定統計量に対して， Engleand Yoo (1987）の分布表を利用して共和分検定

を行うと全てのケースについて共和分の関係がないことが確認される。本節の以下の部分では， t期

の一人当たり経済成長率を X1t,t期の一人当たり消費成長率をぬt,t期の公共投資率をぬtで表すこ

とにする。

さて，以上の分析結果を踏まえて，因果性のテストを行うために次のような 2変量VAR(p）モデル

が設定される。 13)

（ゐ＝ゆ＋：φ，(i）ぷxu::::：：：：凶－i+U1t
p p 

Llxst＝φso＋呂¢si(i)LlX1t-i+ ~ c/Jsz(i)Llxsト汁Ust・

(3 .1) 

ただし， ¢10，ゆバi), ¢1z(i), qJ30, qJ31(i），ゆ32(i)(i=l, 2，…， p）はパラメータで， （U1t,U3t）＇は

ホワイトノイズの撹乱項ベクトルである。（3.1）をモデル Iと呼ぽう。ここで，公共投資率から経済

成長率への因果関係の検定における帰無仮説品と対立仮説H1は，それぞれ次のように与えられる。

Ho: ¢12(1)=¢12(2）＝…＝φバp)=O

H1：いずれかの iについてゆ1zCi）ヰ0, i=l, 2，…， p 

他方，経済成長率から公共投資率への因果関係の検定の場合， HoとH1はそれぞれ次のように与え

られる。

Ho: ¢21(1）二世21(2）＝…＝ぬ（p)=O

H1：いずれかの iについてゆ21(i）宇0, i=l, 2，…， p 

公共投資率と一人当たり消費成長率の聞の因果関係を分析する場合にも上と同様のモデルを設定す

ればよい。つまり，

（ム＝砂i砂仙i砂z(j (3. 2) 

L1X3t = </J20+ ~.仇1U)LlX2t-j十~.<P2h)Llx3t-j十Vu・

モデル Iと同様に，砂肋砂nU），併以j),<P20，砂・2iU），砂2h)(j = 1, 2，…， q）はパラメータで， （V1t,

vu）＇はホワイトノイズの撹乱項ベクトルである。（3.2）をモデルIIと呼ぼう。ここで，公共投資率か

ら一人当たり消費成長率への因果関係の検定における帰無仮説品と対立仮説品は，それぞれ次のよ

うに与えられる。

Ho：件以1)=¢12(2）＝…＝<P12(q) =0 

H1：いずれかのjについてゆぷj）宇0,j=l, 2，…， q 

他方，経済成長率から公共投資率への因果関係の検定の場合， HoとH1はそれぞれ次のように与え

られる。

Ho : ¢21(1）＝砂21(2)＝…二九（p)=O

H1：いずれかのjについてゆ2iU）ヰ0,j=l, 2，…， p 

13）変数聞に共和分の関係がある場合』ごは，以下のような階差形に基づく VARモデルを用いて分析を行うことは適切な

方法ではない。そのような場合にはVARモデルに誤差修正項を加えたVEC(Vector Error Correction）モデルを用

いなければならない。この点に関する詳細な議論としてはHamilton(1994), Enders (1995）等を参照せよ。
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上記VARモデルの推定におけるラグ次数P, qの選択に際し，本稿ではAIC,SBIC，尤度比検定を

勘案して次数を決定する。凶モデル Iについて，次数が1次から 5次までのすべて式を推定し， AICと

SBICの大きさを調べたところAICは次数2;SBICは次数1で最小値をとった。そこで，尤度比検定に

よってどちらの次数を採用するか検討した結果， p=2となった。また，モデルIIについても 1次から

5次までの推定式に対応するAICとSBICの大きさを調べたところAICは次数4,SBICは次数2で最

小値をとった。したがって，ここでも尤度比検定によってどちらの次数を採用するか検討した結果，

q=4となった。

3.4 実証結果

表4 モデル Iの実証結果

Llx1 LJX3 

定数項 -0.003713 0.000481 

(-0.84111) (0. 71508) 

Llx1( -1) -0.338476** -0.065213本＊＊

(-2.12976) (-2.69515) 

Llxi(-2) -0.161167 0.058188ホ＊

(-0 .85763) (2. 03376) 

Llxs(-I) 1.669796 0.626514本＊＊

(I. 60186) (3. 94764) 

Llxs(-2) -1.466254 -0.334500村

(-1.48109) (-2.21927) 

検定統計量 3.287356 18.23382*** 

注） 1. 行が説明変数，列が非説明変数を示す。

2. 括弧内の値は t値である。

3. ホ，＊＊＇＊＊＊はそれぞれ有意水準10%,5 %, 

1%を示す。

表4と表5にそれぞれのVARモデルの推定結果および因果関係の検定結果が示されている。これら

の表の結果で特に注目すべきは，「公共投資率から一人当たり経済成長率への因果関係」と「公共投資

率から一人当たり消費成長率への因果関係jの検定結果である。まず，前者について因果関係がない

という帰無仮説は棄却されなかった。この結果から，日本においては公共投資の配分が硬直的で経済

環境の変化に対応したものとなっていないために，公共投資が有効な社会資本ストックの形成に結び

ついていない可能性が示唆れる。よって，この点に関して本稿で分析した理論モデルの合意と異なる

ものである。

他方，公共投資率から一人当たり消費成長率についても有意な因果関係が認められなかった。この

ことから公共投資は長期的な景気刺激策としても有効に機能していなかった可能性が示唆される。

14）これらの点に加えて， VARモデルの最高次のすべての係数の有意性の検定を t検定で調べ，有意な係数が 1つでも

あれば，その次数の項をすべて保持する。
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表 5 モデルIIの実証結果

Llx2 Llx3 

定数項 -0.003891 0.000112 

( -1.26262) (0 .15945) 

Llxi(-1) -0.393383叫 0.125200＊村

(-2.22207) ( -3 .11339) 

Llxi( -2) -0.542567本＊ホ 0.018067 

(-2.62594) (0. 38496) 

Llxi(-3) -0.112417本 -0.094370** 

(1. 93178) ( 2. 32064) 

Llxi(-4) -0.208674 0.045582*** 

(-1.08738) (4 .36024) 

Llxs(-1) 1.239006事 0.734091*** 

(1.67165) (4.36024) 

Llxs( -2) -1.312974 -0.590991 

(-1.41202) (-2. 70804) 

Llxs( -3) -0.010769* -0.336823* 

(1. 93178) (-1.97342) 

Llxs(-4) -0.820558 0.000112 

(-1.09204) (0 .15954) 

検定統計量 7.096909 16.07965*** 

注） 1. 行が説明変数，列が非説明変数を示す。

2. 括弧内の値は t値である。

3. ＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ有意水準10%,5 %, 

1%を示す。

よって，この点についても結果は理論モデルと整合的ではなかった。
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以上のことをまとめると，少なくとも本稿の対象期間において， Barroand Sala-i-Martin (1995, ch. 

4）モデルの合意をデータから確認することはできなかった。これは，日本における公共投資は生産効

率を向上させるような分野に対して振り向けられてきたとは言えず，単なる雇用対策のために行われ

てきたためと考えられる。

4 結語

本稿の以上の部分では，公共サービス（投資）を伴う内生的成長モデルの代表的なものとしてBarro

and Sala-i-Martin (1995, ch.4）のモデルを例にとり，そのモデ、ルの合意が日本経済のデータと整合的

かどうかを検討してきた。

1957年から1998年のデータを利用した場合，公共投資率から一人当たり経済成長率への因果関係は

認められなかった。この結果から， 1950年代半ば以降は，公共投資の配分が硬直的で経済環境の変化

に対応したものとなっていないために，公共投資が有効な社会資本ストックの形成に結びついていな



-140- 経済論究第 109 号

い可能性が示唆れる。したがって，この点については本稿で分析した理論モデルの合意と異なるもの

であった。

他方，公共投資率から一人当たり消費成長率についても有意な因果関係が認められなかった。この

ことから公共投資は長期的な景気刺激策としても有効に機能していなかった可能性が示唆される。

よって，この点についても理論モデルの含意と整合的はなかった。

以上の帰結は，近年の日本における公共投資が生産効率を向上させるような分野に対して振り向け

られてこなかったことに起因するものと考えられる。

なお，今後の検討課題としては次のことが挙げられる。本稿の推定では，公共投資率の利用可能な

データの制約もあって『国民経済計算』を用いたが，それは産業基盤社会資本への投資と生活関連型

社会資本への投資を集計化したものであった。しかし，その中で下水道や公園といった生活関連型社

会資本への投資は，産業の生産性向上という効果よりもむしろ家計の効用に影響を与えるといった側

面が強い。したがって，今後より正確な結論が得られるよう両者を区分して分析を行うこととしたい。
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